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○鶴岡市空家等の管理及び活用に関する条例 

平成２４年１２月２５日 

条例第４３号 

改正 平成２８年３月２４日条例第１４号 

（題名改称） 

改正 令和６年３月２１日条例第５号 

（目的） 

第１条 この条例は、空家等に関し、市、市民等（市民又は市内において事業を行うものをいう。

以下同じ。）及び所有者等の責務を明らかにするとともに、その適正な管理と活用の促進につ

いて、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めることにより、良好な住環境の維持・向上を図り、も

って災害や犯罪のない安全で安心な暮らしの実現に寄与することを目的とする。 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

（定義） 

第２条 この条例における用語は、法において使用する用語の例による。 

（全部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

（市の責務） 

第３条 市は、第１条の目的を達成するために、特定空家等の適正管理並びに空家等及び空き地

の有効活用に関し、必要な施策を講じなければならない。 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

（市民等の責務） 

第４条 市民等は、良好な住環境の維持・向上に努めるとともに、市が実施する施策に積極的に

協力するよう努めなければならない。 

（所有者等の責務） 

第５条 所有者等は、空家等の適正な管理を行わなければならない。 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

（情報提供） 

第６条 市民等は、特定空家等があると認めるときは、速やかに市にその情報を提供するものと

する。 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 
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（応急措置） 

第７条 市長は、空家等に、人の生命、身体又は財産に重大な損害を及ぼす危険な状態が発生し、

人の生命、身体又は財産に対し危害が切迫した場合は、その危険な状態を解消し、危害を予防

するため、必要な最小限度の措置（以下「応急措置」という。）を講ずることができる。 

２ 市長は、応急措置を講じたときは、遅滞なくその空家等の所有者等に通知するとともに、応

急措置に要した費用を徴収するものとする。 

３ 市長は、応急措置を講じた空家等の所有者等又はその所在を確認することができないときは、

当該応急措置の内容を公示するものとする。 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

（審議会） 

第８条 法第２２条第２項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令、同条第９項の規定

による代執行その他空家等の適正な管理のための措置について調査審議するため、鶴岡市空家

等審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、委員５人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市民の代表者 

３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

４ 審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

５ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

６ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務

を代理する。 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

（民事による解決との関係） 

第９条 この条例の規定は、管理不全な状態にある空家等の所有者等と隣人その他空家等が管理

不全な状態にあることにより危害が及ぼされるおそれがある者との間で、民事による解決を図

ることを妨げるものではない。 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

（委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する 

附 則（平成２８年３月２４日条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の鶴岡市空き家等の管理及び活用に関する条

例第１４条第１項の規定により置かれている鶴岡市空き家等審議会は、この条例による改正後

の鶴岡市空家等の管理及び活用に関する条例第８条第１項の規定により置かれる鶴岡市空家等

審議会となり、同一性をもって存続するものとする。 

附 則（令和６年３月２１日条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○鶴岡市空家等の管理及び活用に関する規則 

平成２５年３月２９日 

規則第１４号 

改正 平成２８年３月２４日規則第９号 

（題名改称） 

改正 令和６年３月２７日規則第４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等の適正な管理と活用の促進に関し、空家等対策の推進に関する特別

措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）及び鶴岡市空家等の管理及び活用

に関する条例（平成２４年鶴岡市条例第４３号。以下「条例」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕） 

（定義） 

第２条 この規則における用語は、法において使用する用語の例による。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕） 

（立入調査） 

第３条 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第１号）によるものと

する。 

（追加〔平成２８年規則９号〕） 

（身分証明書） 

第４条 法第９条第４項に規定する身分を示す証明書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕） 

（指導及び勧告） 

第５条 法第１３条第１項の規定による指導は、口頭又は管理不全空家等の適正管理に関する指

導書（様式第３号）を送付することにより行うものとする。 

    （追加〔令和６年規則４号〕） 

２ 法第２２条第１項の規定による指導は、口頭又は特定空家等の適正管理に関する指導書（様

式第４号）を送付することにより行うものとする。 

    （一部改正〔令和６年規則４号〕） 

３ 法第１３条第２項の規定による勧告は、管理不全空家等の適正管理に関する勧告書（様式第
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５号）により行うものとする。 

    （追加〔令和６年規則４号〕） 

４ 法第２２条第２項の規定による勧告は、特定空家等の適正管理に関する勧告書（様式第６号）

により行うものとする。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕、一部改正〔令和６年規則４号〕） 

（命令） 

第６条 法第２２条第３項の規定による命令は、特定空家等の適正管理に関する命令書（様式第

７号）により行うものとする。 

（一部改正〔令和６年規則４号〕） 

２ 法第２２条第４項に規定する通知書は、命令に係る事前通知書（様式第８号）とする。 

（一部改正〔令和６年規則４号〕） 

３ 法第２２条第５項の規定により公開による意見の聴取を請求しようとする者は、公開による

意見の聴取請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

（一部改正〔令和６年規則４号〕） 

４ 法第２２条第７項の規定による通知は、公開による意見の聴取実施通知書（様式第１０号）

により行うものとする。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕、一部改正〔令和６年規則４号〕） 

（代執行） 

第７条 法第２２条第９項の規定による代執行は、あらかじめ戒告書（様式第１１号）により戒

告し、その期限までにその義務を履行しない所有者等に対して、代執行令書（様式第１２号）

により通知して行うものとする。 

（一部改正〔令和６年規則４号〕） 

２ 前項の代執行の執行責任者は、本人であることを示す証票として、行政代執行責任者証（様

式第１３号）を携帯し、関係人の請求があるときは、これを提示するものとする。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕、一部改正〔令和６年規則４号〕） 

（応急措置） 

第８条 条例第７条第２項に規定する所有者等への通知は、応急措置実施済通知書（様式第１４

号）により行うものとする。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕、一部改正〔令和６年規則４号〕） 

（審議会） 
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第９条 鶴岡市空家等審議会（以下「審議会」という。）は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

４ 審議会の庶務は、市民部環境課において処理する。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕） 

（その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

（一部改正〔平成２８年規則９号〕） 

附 則 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２４日規則第９号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２８年４月１日から施

行する。 

附 則（令和６年３月２７日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



様式第３号（第５条関係） 

                              第     号 

                              年  月  日 

 

 

 

              様 

 

 

 

                     鶴岡市長         印 

 

 

 

管理不全空家等の適正管理に関する指導書 

 

 あなたの所有（管理）する下記の空家等については、空家等対策の推進に関する特

別措置法第１３条第１項に規定する管理不全空家等の状態にありますので、下記のと

おり必要な措置を講ずるよう指導します。 

 

 

記 

 

 

 １ 対象となる管理不全空家等 

所在地  

    所有者等の住所及び氏名又は名称 

 

 

 

 ２ 指導に係る措置の内容 

 

 

 

 ３ 指導に至った事由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第５条関係） 

                              第     号 

                              年  月  日 

 

 

              様 

 

 

                     鶴岡市長         印 

 

 

管理不全空家等の適正管理に関する勧告書 

 

 あなたの所有（管理）する下記の空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法

第１３条第１項に規定する管理不全空家等に該当すると認められたため、あなたに対

して対策を講ずるように指導してきたところでありますが、現在に至っても改善がな

されていません。 

 ついては、下記のとおり速やかに当該管理不全空家等が法第２条第２項に定める

「特定空家等」に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう、

法第１３条第２項の規定に基づき勧告します。 

 

記 

 

 １ 対象となる管理不全空家等 

    所在地 

    所有者等の住所及び氏名又は名称 

 

 ２ 勧告に係る措置の内容 

 

 

 

 ３ 勧告に至った事由 

 

 

 

 ４ 勧告の責任者 

 

 

 ※ 上記２の措置を実施した場合は、遅滞なく上記４の者まで報告してください。 

※ 上記１の管理不全空家等に係る敷地が、地方税法第３４９条の３の２又は第７

０２条の３の規定により、住宅用地に対する固定資産税又は都市計画税の課税標

準の特例の適用を受けている場合にあっては、この勧告により当該特例の対象か

ら除外されることとなります。 

※ 上記２の措置が実施されず、法第２条第２項に定める「特定空家等」となった

場合、必要に応じて、法第２２条に基づき、必要な措置をとることとなります。 

 

 




